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古 川恵 子
高齢化社会をむかえ，住宅や住環境は，人々の日々の生活を支えるものと して司ますますそ
の重要性を増している。
i刻表の住宅 (特に木造)の建て替え時期でありながら，新築はいうまでもなく，増 ・改築す
ら容易にはできない現状で¥特に住宅の維持管理能力の低下する60歳以上の高年者の住生活は
どのような状態にあるのかを，前報(，-鹿児島市における家族生活に関する総合調査報告書j
昭和59年 3月)に続いてまとめたものである。
目 次
1 . 所有形態……・……一・...………・・……・・・……… ・ー44
2. t宅の規模一居住室数と畳数……・・・……・…・ …ー・・45
(1)居住室数・......................・・・…........・・・45
(2)居住室畳数・.......・・・・・….............・・・ 45
3. 住居費……・・・……・・…ー………………………………・ 46
4. t主意識………・……・ー ・…………一....……ー …・……・ 47
(1) 住宅の広さについて………・…・……・・・ー・……・・47
(2) 現定の住宅の困窮程度について……・・…・-…・ ・48
(3) 永住意志...…… …ー ………-………一… ...48
(4) 持ち家志向・・・…一…・・・・……・・………-……・・・・49
(5) 現住宅選択理由………………・・・…一・・………・ 49
5.子どもと一緒に暮らす場合の望ましい居住形態…..50
6 まとめ・・一.........一......................50
旧市街地 (上竜尾町)と新市街地(明和一丁目)が調査対象地であるが，この2地域の60歳
以上の人口の割合を，20歳代からの他の年代と比べると，旧市街地の方が， 地域全体の構成よ
1)多くなった。(前報P9参照)。
全体 (517人)で，新旧 2地域の差異が表われたのは，所有形態， 居住水準ー住宅困窮躍!支
及びその理由，永住意志等であった。その内容は下記の通りである。(前報P7参照)。
1 . ヒ竜尾(旧市街地)と明和(新市街地)の違いが表われたのは，所有形態，居住水準，
住宅医l窮程度，住宅困難理由，永住意志等である。
① 所有形態では明和の持ち家率は83.8%で，上竜尾を11%も上回り，一方・上竜尾は民営の
借家または賃貸アノfー トが明和を15%余り上回る。
(43) 
② 居住水準の居住室数では明和は 5.1室/世帯で上竜尾の 4.5室/世帯をと回り，居住宅
畳数でも明和27.2畳/世帯，上竜尾22.4畳/世帯で上回る。
③ 住宅困窮程度では明和の18%の困窮世帯の割合に対し，上竜尾は30.4%と大きしその理
由についても明和より l二竜尾は狭さや老朽化が挙がるほどに恨本的な問題をかかえているの
④ 持ち家居住者の永住意志は明和99.1%に対し， ヒー竜尾46.2%にすぎ、ないコ
しかし，新旧 2市街地問の60歳以上の人口構成の割合の不均衡は， 60歳以上の数が95と少な
いためか，今回の分析に関して影響はほとんど与えていない。
1. 所有形態
高年者95人中、持ち家77人，民営借家又は賃貸アノfー ト9人，公営 ・公団・公社のit貸住宅
0，給与住宅 1人，無回答8人となっている。
i調盗対象全体に比べて持ち家率の割合が高<88.5%である。 (表・ 1) 
表 1 所有形態 ( i位校:0/0) 
本調査 本調査60歳以上
全 国*1 鹿児島県本2 鹿児島市d 全体 全体 同居間 別居
持ち家 66.1 72.3 51.2 78.9 88.5 96.9 お4.0
借家
民営 20.7 17.7 35.7 16.0 10.3 3.1 14.0 
ノLL、 I~呂Aι 8.3 6.0 6.9 2.0 
給与 4.9 4.0 6.2 3.1 1.2 2.0 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
* 1 昭和58年 住宅需要実態調査(概報)
* 2. 3 昭和55年同勢調査
一子どもとの同居，号IJ居別にみると，同居している方が持ち家率96.9%とたいへん高い値をポ
している。60歳以上の全世帯，および子どもとの同居世帯のこれら持ち家率の値は，昭和48年
度 「左後の生活と意識に関する調査(総理府)Jの60歳以上の人々の持ち家率86%を上回るもの
である。
持ち家は借家(特に民営借家)と比べると，一般的に 1住宅当り居住室数，居住室の畳数，
延べ前積 1人当 1)畳数. 1室当り人員において質的に優れているので，持ち家率の高いこと
は好ましいことと受けとられがちだが，一方では，いわゆるミニ開発建売住宅のような狭小な
敷地であったり，環境が良くなかったり，公共施設や社会的施設が欠けていたり，また，住宅
ローンの負伊が大きく家計を圧迫する等の問題を抱えている場合が多い。
借家居住者のもつ「立ち退き要求」の心配はないものの，自力で，補修，増・改築をしなけ
ればならない面がある。若い頃建てた家が加齢と共に不便で、危険な部分がでてきても，長年使
い慣れているということで，明確に増 ・改築の必要性，重要性が認識されなかったり，たとえ
(44) 
その希望があっても，費用がかかるという理由であきらめられる場合も多い。 I在宅ねたき 1)
ι人実態調査報告書J (昭和58年 3月，鹿児島県)によると、住宅の改善要求がありながらも
していない理由の第 l位に i費用がかかる J (43.4%)が挙げられているの
2. 住宅の規模一居住室数と畳数
9 古IJ ;[い持ち家率を 7f~す高年者の住宅の-上JM英を，居住宅数とその合計:冒:数でみてみる 。
(1 ) 居住室数
)舌住主数の，全国，鹿児島県‘鹿児島市のモー ドは 4 主にあり ， 本調1=tにおける全世I~告と 60
1淀以上の世帯で、は 5主にある。
全世帯の平均室数は 4.8:主で.60歳以上の世帯と差はない。 (表 2-1 ) 
表 2ー 1 住宅居住室数 (単位 ・%)
三笠 数(室) 1 2 3 4 5 6 7- 計
全 l匡! 5.5 12.3 17.5 18.9 15.4 12.4 18.0 100 
層E lノ日い 烏 県 3.4 12.1 17.6 25.4 20.7 12.6 8.2 100 
鹿 !ノ日レ 島 市 7.2 17.0 19.9 22.9 16.3 10.0 6.7 100 
* 
本調査(全体) 1.1 6.6 13.0 18.7 27.2 17.0 16.4 10本01 
(高年者) 2.4 8.5 4.9 20.7 32.9 18.3 9.82*4 2
*全国司県，市 ともに昭和5年国勢調濯による 。
* 1.2 本数無回 答 を除く
60歳以上の世帯で¥子どもとの同居 ・別居別にみると，平均室数はそれぞれ4.9窓‘4.7主
で司同国世帯が上回るものの大差ない。
(2) 居住室畳数
居住宅の畳数の合計をみると司鹿児島市や調査対象全世帯のモー ドが12畳以上18畳未満にあ
るのに対して.60歳以上の世帯では24畳以と30畳未満にあり r雨積が広いことがわかる。 (表
2 -2 ) 
子ども との同 ・別居別では差はなし平均値がそれぞれ27.4畳と26.8畳である0
60歳以上の世帯の平均畳数は1世帯当り26.6畳である。
(45) 
表 2-2 住宅居住室畳数
畳 数(畳) 6畳未満 6- 12- 18- 24- 30-
ゴ介、ニ 国 1.8 12.1 17.0 16.3 13.5 12.0 
鹿 ノ!日し a 自n1 県 1.2 10.5 20.8 24.4 19.4 12.1 
鹿 ノ!日し 色3 市 3.0 17.4 22.2 21.4 15.2 10.2 
本調査(全 体) 2.0 7.9 22.7 15.2 16.3 13.8 
(高年者) 14.3 14.3 13.0 20.8 16.9 
* 全I~J ・県 ・ 市ともに昭和55年国勢制査による 。
* 1. 2 登数無回答を!徐〈
3. 住居費
(単位 :%)
36- 42- 48- 計
9.2 6.1 12.0 100.0 
6.2 2.7 2.7 100.0 
5.6 2.5 2.5 100.0本
9.8 4.8 7.5 100.0叫
7.8 6.5 6.5 100.0*2 
持ち家でローンを返済している 世帯と民営 ・公営の借家居住世帯の住居費の評価を I生活
必需品を切り つめるほど苦しいJ，Iぜいたくを多少がまんすれば何とかやっていける i，「家計
に余り影響がない」の3つの中から 1つ選ぶ問いの結果である。
全世帯と60歳以ヒの世帯とでは 「生活必需品を切りつめるほど苦しl'J と答えた割合に差カ、
みられる。つまり60歳以上では，住居費負担がたいへん重く感じられている (16.7%)という
ことで，これは，昭和58年住宅需要実態調査の持ち家世帯でローン足済中の世;帯の住居費負担
の評価値12.7%も，間借家世帯の13.7%をも上回っている。
また同調査における借家家賃の評価の 「苦しい」の13.7%は昭和53年調資の結果よ り3ポイ
ント増えているが，それにも増して，今回調査の鹿児島市内居住の60歳以上の老人には I苦
ししりと感じている人が多L、。 (表 3 ) 
平均して， 1世帯あた りの返済月額は 3.6万円になる。昭和58年調査の結果鹿児島県の持ち
家ローン返済月額は 5.8万円で I苦 しい」のは20.8%である。(昭和59年 7月住宅需要実態調
炎慨報，鹿児島県)これからみる と返済績は小さいが，他の年代にはない高年者の問題とも い
えよう 。
表3 住居費負担の評価(ローン返済中の持ち家と借家居住者) (単位 :%)
全体 60歳以 ヒ 全国 ・持ち家 全国 ・借家全国 ・借家(ローン返済中)* S58本 S 53 
苦しい 6.6 16.7 12.7 13.7 10.5 
何とかやっていける 54.2 33.3 51.1 55.0 51.4 
家計に余 1)影響ない 23.1 41. 7 19.2 25.6 29.6 
無回答 16.2 8.3 17.0 5.7 8.5 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
* 昭和58年 住宅需要実態調資 (概報)
(46) 
4.住意識
(1 ) 住宅の広さについて
現在住んでいる住宅の広さについて i十分で、ある J i十分でないが，がまんできるJ i狭く
て因っている」の中から lつ選ぶ聞いでは，29.5%が iがまんできる J i狭く て困っている」
のし、ずれかであるとしている。この値は，全世帯の45.2%と比較すると小さいが，これから改
善される可能性が小さい60歳以上の人々にとっては深刻な問題である。
「がまんできるJ i狭くて困っている」人々の，狭いと感じている理由が i部屋数が不足」
「部屋数は足りる(が狭い)Jのいずれであるかを子どもとの同・別居との関係でみると (60歳
以上95人中，同.~Ij居の有効回答数90人)，同居の場合「部屋数が不足」しているのが81.8%も
ある。これは，別居の58.8%を大きく上回るものである。(表 ・4-1 ) 
A. i室数不足」の場合
①「子どもと同居していて室数不足」の内容
不足室数とその内容との関係をみる。(表・ 4-2) 
不足とする部屋の用途を 3つまで選ぶJIラ式の問し、に対し，最も多く挙げられたのは i人を
泊められないJ (31.6%)，次が「老人専
用室がとれないJ (26.3%)である。
不足室数は 12室」とする者が最も多
く， 9人中 7人である。他は i1室ム
14室」が 1人ずつである。そして，複数
回答であるその不足室の用途でも，老人
専用室は必ずはいっている。
同居している者34人中，最低5人は老
人専用室がないということであるが，逆
にいうと，老人専用室設置率は， 60歳以
表 4ー 1 現在の住宅を「狭い」と感じる理由
|司 居一 思IJ 居 合計
室数 不 足 9 10 19 
% 81.8 58.8 67.9 
室数足りる 1 5 6 
% 9.1 29.4 21.4 
無 回 空E交ユ I 2 3 
% 9.1 11. 8 10.7 
irJ 入 11 17 28 
% 100.0 100.0 100.0 
表 4-2 子どもと同居している高年者の不足室数とその用途
1 室 2 至 3 至 合計
N % N % N % N % 
1 .食寝分離ができない 。 0.0 3 20.0 。 0.0 3 15.8 
2.子ども室がとれない 。 0.0 1 6.7 。 0.0 1 5.3 
3.夫婦の寝室を独立させられない 。 0.0 2 13.3 。。。2 10.5 
4.老人専用室がとれない l 100.0 3 20.0 l 33.3 5 26.3 
5 .書斎がもてない 。 0.0 。0.0 l 33.3 1 5.3 
6.人を泊めることができない 。 0.0 5 33.3 l 33.3 6 31.6 
7.その他 。 0.0 6.7 。 0.0 l 5.3 
l口入 計 1 100.0 15 100.0 3 100.0 19 100.0 
(47) 
kの場合， 85.3%ということになる。昭和58年住宅需要実態調査報告書(概報)では，同肘世
情の親専用寝室の設置率は，全体で76.7%，持ち家で80.5%，借家で42.0%となっている。
② 「子どもと別居していて室数不足」の内容
不足とする部屋の用途は，同居と同じく，第 l位が「人を泊められないJ， 2位が 「子ども宅
がとれなし、J，I書斎がもてない」である。不足室数は I1室」と I2室」が挙がっている。
B I主数は足りるが侠L、」の場合
|同・号Ij居における違いは認められなし、。60歳以上全体として，.台所が狭しり「個々の居住宅
が狭しりが挙げられているが，数は非常に少ない。
(2) 現在の住宅の困窮程度について
現在の住宅について I満足している J Iさしあたり困っていないJ I困っている点がある」
「何とかしなければならない程困っている」の 4項目中，後 2項目が該当するものが， 60歳以
上の20%である。これは他の年代と大差ない割合である。
「困っている」理由の第 l位は、全体，高
年者ともに，「庭がない，又は狭い」であるが，
第2位に高年者世帯では「買い物に不便」が
挙げられているのが全体と異なる点である。
全体では第 4位である。(表4-3) 
高年者にとっては，買い物が楽にできるか
どうかということは， 日常生活上重要なこと
であるという ことを示すものである。
(3) 永住意志
現在の住宅に永住する意志、の有無をきいた
結果，全世帯の35.4%が「一生住み続けたい」
と答えたのに対し， 60歳以上の世帯では6l.1
%と高い値を示すc 昭和58年住宅需要実態調
党結果では全国56.5%，鹿児島県69.5%ヵ、住
み続けたいと答えているので，全世帯につい
ては本調査は相当に低い値である。これには，
旧市街地の持ち家居住者の永住意志、の低さ
(46.2%)が関係していると考えられる。
また，持ち家居住者についてみると，72.7 
表 4-3 現在居住の住宅の困窮理由
60歳以上 全 {本
庭がない，又は狭い 8 37 
% 17.0 15.7 
買い物に不便 6 28 
% 12.8 1l.9 
設備不十分 5 25 
% 10.6 10.6 
日ftf1，通風が悪い 5 34 
% 10.6 14.4 
病院に遠い 4 8 
% 8.5 3.4 
災害の危険 4 15 
% 8.5 6.4 
老朽化 3 35 
% 6.4 14.8 
その他，無回答 12 54 
% 25.5 22.9 
メE入3 さ日さ↓i 47 236 
% 100.0 100.0 
%の高年者は永住意志はあるものの， 9.1 %は，いずれは別の所に住宅を建てたり貿ったりし
たいと考えている。 (表 ・4-4) 
住宅困窮程度との関係でみると，高年者で現在住んでいる住宅に満足している人で永住意志
(48) 
表 4-4 永住意志
60歳以上
J守ち 家
- 1:.1主み続けたい 56 
% 72司7
りIJのい)I"に借家 2 
01J 2.6 
りJjの!好に持ち家 月i 
。/υ 9.1 
まだ与えていない 5 
% 6.5 
その他.無回答 7 
% 9.1 
60歳以上
全 {本|
58 
61.1 
3 
3ー.2
10 
10.5 
9 
9.5 
15 
15.8 
のある人は80.0%であるが， 不満をも っている
入で、永住意志のある人は36.8%にすぎず，36.8 
%は「し、ずれ別の所に家を持ちだしりとしてい
る。当然のこととはいえ‘現有:の住宅に不il肋、
あると， liOi込を過ぎても他へ移りたい気持ちが
強し、こ とがjっかる。
では司プk1主意志がなく ‘よ見ず1ーの住宅について
困っているところのある人のその不litの内寄に
ついてみると，複数回答で合計16の数で、しかな
いものの「買い物に不便」が多い。あと ，t
何」「便所，風呂， 台所などの設備が不卜分」
「日!!f¥・通風などの衛生条件・が悪い」が続く 。
また，現在持ち家でありながら，永住意志が
なく， 「L、ずれは別の所に家を持ちたい」と いう
人が6人いる。やはり現在の住宅に困っている
点があるとしている。その理由も上記と同様第 1位が 「買い物に不便」である。
/仁入1 五十 77 95 
。ノvo 100.0 100.0 
L___ 
(4) 持ち家志向
住宅は「持ち家がよい」か，「借家がよ い」か，「借家でもよい」かときいた結果，「持ち家
がよしりのは81.1%で， 20歳代， 30歳代の割合を上回るが，40歳代， 50歳代より下回る。
持ち家がよい理由の第 l位は 「家は家族のよりどこ ろとして，自分で持つべきだから」で，
全世，貯と 同じである。しかし， 第2位には 「自分の家だと病気や老後など， 収入が減っても家
賃を払わなくてすむから」であ り， 全世帯の第 2位の理由 I自分の家の方が長い目でみて，
借家より経済的だから」とは異なる。
(5) 現住宅選択理由
60歳以上では，日常の買い物や病院通いが楽にできる要求が強しまた絡かに暮したい要求
も強い点は他の年代と異なるところである。 (表4- 5) 
表 4-5 年代別住宅選択基準
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代~
日H弘通風の良いこと 1 l l 1 1 
一戸連であること 2 2 2 2 
通勤，通学に便利なこと 3 3 4 4 
貿し、物，病院などに便利 2 3 
Jili~紀， 教育環境が良いこと 4 2 3 
MIかなこと 4 4 
(49) 
5.子どもと一緒に暮らす場合の望ましい居住形態
現在子どもと同居しているか別居しているかにより，希望する居住形態に速いが出てくるか
ということと， 子どもをもっ高年者の望ま しいとする同居形態の傾向をみる。(表 ・5) 
表 5 子どもとの同 ・別居別希望する同居居住形態
1 .同居している 2.別居している iEコ入
N % N % N % 
同じ棟に住みたい 13 38.2 16 28.6 29 32.2 
別H東に(主みたい 21 61.8 34 60.7 55 61.1 
無 回 空E交コ 。 0.0 6 10.7 6 6.7 
よt』i 34 100.0 56 100.0 90 100.0 
全体的に，同居するなら「別棟がよい」 が61.1%で，これは現在子どもと同居しているか別
居しているかに関係なく 出ている結果である。
昭和58年住宅需要実態調査に初めて 「三世代同居」の項目が加かったが， その結果をみる と，
既に結婚した子どものいる人が将来の住まい方として望むのは ，向屑」が45.2%，，同一敷地
別住宅J 9.3 %， ，同一住棟別住宅J 1.1 %， ，すぐ近所J 9.0 % (全国)となっている。鹿児
島県では '1司居J 21.8%， ，同一敷地別住宅J 18.6%， ，すぐ近所J 12.2%である。本調査と
選択肢が異なるため，単純に比較はできないが， 「同一敷地別住宅」を希望する割合が，本調
査でははるかに多い。
6.まとめ
1 .持ち家率が高L、。特に子どもと同属している場合はたいへん高 く96.9%である。
2.平均居住室数4.8室，平均畳数26.6畳で，他の年代よ り若干広い。
3.住居費の負担がたいへん重〈 感じられている。持ち家のローン返済月額は3.6万円である。
4.住宅の広きについては，同居世帯で「老人専用主が足りない」が14.7%を占め，とに角，
室数不足を訴えている。不足室数 2室で，人を泊める部屋，老人専用室がその用途である。
5.全体的に「台所が狭い」がイ老若共に第1位に挙がっているが，車椅子の使用は不可能
な状況のようである。
6.現在の住宅で困っているこ との内容に買い物に不便で、あることがあげられているが，こ
れは住宅の選択さ主準においても，重要な要素と してあがっている。また，永住意志、を左右
する要因のーっとも考えられる。
7 子どもとの望ましい同居形態としては，同じ棟よりも別棟を好む。 この点は住宅計画す
る|祭に，将来別棟居住が可能なような配慮、の望まれるところである。
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